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  日本の人口は、平成 19年にピーク（127,771 千人）*1を迎え、以後、長期の人口減少過程に入っている。平
成 23年度末の公債残高（特例公債残高と建設公債残高の合計）は 668兆円であり、同年度の一般会計税収予























































































③　 上位計画における将来人口は、近い将来 10万人都市を目指すという目標値である第 2次伊東市総合計画
第 5次基本計画の 100,000人、国土利用計画の 77,500人（平成 17年度）、第 5次基本計画及び基本計画の
85,000人（平成 12年度）であった。そこで、平成 12年度の将来人口は最新の上位計画である国土利用計
画を基に 77,500人としたが、平成 22年度の将来人口は、上位計画（第 5次基本計画及び基本計画）の平
成 12年度の将来人口 85,000人をそのまま適用している。このように、道路網計画は、平成 12年度の将
来人口の設定ではより新しい計画である国土利用計画を参照したのに、平成 22年の予測では古い計画で
ある第 5次基本計画等を参照し、しかも、予測する年度の平成 22年度より 10年も前の予測数値を参照し
ている。そのため、道路網計画の人口予測は高めに設定されてしまっている問題があるが、それでも上位
計画の予測数値を上回っていないので、著しく不合理とまではいえない *25。







































地として本件事業認定を申請し、当時の建設大臣は、平成 12年 1月 19日付けで本件事業認定を行った。同事
業認定に対し、収用の対象となった土地又は土地上の建物の所有者等が原告となり、当時の建設大臣を被告と


























































































































































































































*8『費用便益分析マニュアル』国 土 交 通 省 道 路 局 都市・地域整備局 2008，p.1






























































とすることは毫も妨げない（『行政事件裁判例集』第 5巻第 4号 1954，p.924）
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